
令和６年度 造林・製品生産・立木販売事業に関する説明会 次第
開催日：令和６年３月６日（水） 13:00～15:00

議題等
資料
番号

該当頁 説明者

 開会 森林整備第一課　課長補佐

 森林整備部長挨拶 森林整備部長

　①林野庁における発注者綱紀保持について 資料１ 1～14 総務課　監査官

 令和６年度  事業の概要等 資料２ 15~16
　②造林事業（森林整備第一課） 17~20 森林整備第一課長
　③製品生産事業（資源活用第二課） 21~24 資源活用第二課長
　④立木販売事業（資源活用第一課） 25~30 資源活用第一課長
　⑤造林・素材生産事業の入札に係る留意事項
　（森林整備第一課・資源活用第二課）

資料３ 31~32 森林整備第一課　企画係長

　⑥製品生産事業実行にあたっての留意点
　（資源活用第二課）

資料４ 33~38
資源活用第二課　企画官
（間伐推進）

　⑦国有林材の安定供給システムによる販売
　（資源活用第二課）

資料５ 39~46
資源活用第二課　企画官
（木材需給対策）

　⑧請負事業体等の労働災害発生状況と安全対策 資料６ 47~64
資源活用第一課　企画官
（供給戦略）

　⑨その他

 質疑応答 森林整備第一課　課長補佐

 閉会 森林整備第一課　課長補佐
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資料２

令和６年 造林・製品生産・立木販売事業に関する説明会

令和６年度各事業の概要等
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令和６年度

造林事業関係について

北海道森林管理局 森林整備第一課
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１．令和６年度 造林関係事業の概要について

（１）令和５年度 補正予算、繰越予算の対応
①令和５年度補正予算（繰越）による事業
２３署 地拵２４４ha 植栽（新植・改植）２６７ha外
※生産との一括発注を含む
※現在、入札及び契約手続き中

②令和５年度翌債（繰越）による事業
２署 地拵え６５ha 植栽（新植）９０ha外

※現在、入札及び契約手続き中
③令和５年度明許（繰越）による事業を検討中

（２）令和６年度 当初予算の傾向
補正予算、翌債、明許を含めたＲ６当初予算はＲ５と比

較し、ほぼ同程度。新植（地拵え・植付）は増加するが、
下刈は減少の傾向。
２月21日（水）発注予定情報を公表済み。
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２．新しい林業（下刈りの効率化・省力化等）の
推進について

※昨年度（R5.3.7WEB開催）、同会議で示した方針

注）治山造林は除く

単位：百ha

☞令和４年度に示した各方針に基づき、令和５年度

に関係通知類を改正。令和６年度（Ｒ５補正を除
く）事業より同方針を事業ベースで実施。

☞森林・林業基本計画の改正による「新しい林業」
特に下刈りの軽労化を重視した作業体系を本格的
に展開。下刈回数・植栽密度低減の取組みは引続
き継続。

☞今後は、対象地の更なる拡大に取組む方針。

R6は、R4年度比で
5割削減予定

方針に基づき
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３．「コンテナ苗の安定需給協定」の継続的取組

北海道森林管理局では、再造林の効率的な実施に向けてコンテナ苗生産者の育成及びコンテナ苗の安定供
給を目的とした「コンテナ苗の安定需給協定」の公募を平成２９年度より実施しています。
今年度の協定締結者は、公募を開始した平成２９年度から最多の９社となり、公募数量１，３８７千本全

ての協定締結に至りました。なお、本協定に基づくコンテナ苗は、出荷年度に森林管理（支）署が実施する
造林請負事業を通じて植栽するものであり、国はこれにより計画的に造林を行うことが可能となり、コンテ
ナ苗生産者は、協定苗木量に応じた計画的な生産体制が可能となるなど、双方にメリット（Win-Win）があ
る協定として、引き続き取組みを推進します。
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令和６年度 製品生産・販売関係事業について

１ 令和６年度 製品生産・販売関係事業の概要

２ 令和６年度 複数年契約

３ 製品生産・販売事業実行にあたっての留意事項

令和６年３月６日（水）

令和６年 造林・製品生産・立木販売事業に関する説明会
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令和６年度 製品生産・販売関係事業の概要

１ 令和６年度製品生産事業量

補正、ゼロ国、翌債含めて前年度の１０８％程度の予定

(1) 令和５年度補正予算、ゼロ国
補正（翌債） ２２署 ２７３，４００㎥ 公告済み

ゼロ国 ５署 ４２，１００㎥ 公告済み

(2) 令和５年度予算繰り越しによる事業
明許 ※現在調整中、繰越協議終了後発注予定

(3) 令和６年度予算ゼロ国
３署 ２３，８００㎥ 公告済み

公告済 合計 ３３９，３００㎥
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２ 令和６年度複数年契約

（1） 空知森林管理署（２カ年）
面積：約255ha 材積：約 18,000㎥

（2） 留萌北部森林管理署（２カ年）
面積：約280ha 材積：約 9,500㎥

（3） 上川北部森林管理署（２カ年）
面積：約172ha 材積：約 9,000㎥

（4） 十勝東部森林管理署（２カ年）
面積：約205ha 材積：約 11,000㎥

（5） 網走西部森林管理署（３カ年）
面積：約192ha            材積：約 20,000㎥
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製品生産・販売事業実行にあたっての留意事項

１ 製品生産事業
・早期発注の取り組み → 安定的な木材供給
・広葉樹の積極的な用材区分（山元土場販売含む）
・事業の適切な管理
伐採区域、実行数量、森林作業道作設箇所、延長等
の進行状況確認
・現場代理人と監督職員、資源活用担当者の連携

２ 製品販売事業
・令和６年度の販売予定量・・・・・生産量と同様
・越材の販売について
・銘木市への積極的な出品
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令和６年度 立木販売事業関係について
（資源活用第一課関係）

令和６年 造林・製品生産・立木販売事業に関する説明会
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（１）収穫量

今年度計画比 およそ１０３％

（２）立木販売量

今年度計画比 およそ１０１％

※ 令和５年度は、計画量に対しおよそ１２８％を出品。

１ 収穫量と立木販売量の検討量について
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２ 林地未利用材の販売について

（１）森林資源の「カスケード利用」の推進及び主伐箇所におけ

る造林事業（地拵え・植付）の省力化に資するよう、伐採に

伴い発生する末木枝条を一般競争入札により販売。

また、北海道森林管理局のホームページで林地未利用材発

生予定情報を発信し、積極的なＰＲに努めます。

（２）立木販売の主伐における末木枝条について、搬出しない場

合であっても、地拵え・植付に支障となる場所に放置しない

よう特約事項に明記していますので、確実に実施するようお

願いします。
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３ 立木販売の間伐（列状）における面積拡大
による標準地調査の取り組み

（１）立木販売の間伐（列状）における収穫調査の省力化の取り
組みとして、生産請負箇所で実施している「面積拡大による
標準地調査」を立木販売に適用し２署において試行。公売の
結果、落札。
また、今年度さらに１件公売を行い落札、現在実行中。
今後、買受者から課題等の聞き取りを行い、検証・改善に

取り組みます。

（２）この調査方法は、全ての伐採木に標示はせず、標準地とし
て設定した区域内のみ毎木で調査して蓄積を把握するもの。
伐採列標示は買受者に行って頂き、森林官等が確認・承認

するといった取り組みです。

（３）課題等の改善に取り組むとともにＲ６年度も継続していく
考えです。
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４ 誤伐の未然防止について

（１）誤伐は、国有林野の管理経営上起きてはならない重大な案
件として、これまでも未然防止・再発防止に努めてきたとこ
ろで、今年度は発生しておりません。

（２）これまでの原因の多くは、事前の伐採区域の誤認、作業者
等への伝達不足ですので、事業の着手にあたっては、発注者
や監督職員・森林官等と綿密な打合せを行い、誤伐の未然防
止に努めてください。

（３）誤伐の発生に至った場合、「指名停止」の行政処分や悪質
と判断された場合、罰則が適用され社会的信用の失墜に繋が
ります。

（４）令和４年１２月１日以降の立木販売入札公告分から、林地
保全に配慮した取り組みとして「伐採及び搬出に係るチェッ
クリスト」の提出と併せ、「誤伐防止のためのチェックポイ
ント」の提出をお願いしています。
なお、今年の３月１日に「伐採及び搬出に係るチェックリ
スト」を改正（新設で「伐採・搬出に使用した資材・燃料等
は確実に整理、撤去する」を追加等）しております。
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５ 樹木採取権について

新規需要の創出等の内容を把握し、樹木採取区指定の検討材料
とするため新規需要創出動向調査（マーケットサウンディング）
を今年度から実施しています。

（１）令和５年度のマーケットサウンディングについて

令和５年４月２８日～７月３１日実施

日高森林計画区 １件提案
渡島檜山森林計画区 ２件提案

なお、令和６年度中に樹木採取区の指定予定

（２）令和６年度のマーケットサウンディングについて

令和６年度に実施予定

胆振東部森林計画区及び網走東部森林計画区
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令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

今回の決定により、全国全職種単
純平均で前年度比5.9％引き上げられ
ることになります。
また、必要な法定福利費相当額を

加算するなどの措置を行った平成25
年度の改訂から12年連続の引き上げ
により、全国全職種加重平均値が
23,600円となりました。

国有林の請負事業におい
ても新労務単価を適用。
公告・契約済みの物件
（R5補正等）は、特例措
置等変更契約により対応
可能。

資料３
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（１４°以下）

１ 森林作業道作設技術
●縦断勾配の基準の徹底について

森林作業道の縦断勾配は概ね１０°以下を基本とし、やむを得ない場合は
３０ｍに限り１４°以下（制限勾配）としている。 これは安全上の観点から規
制しているものであることから、特に留意。

既設路を活用する場合も、縦断勾配は概ね１０°以下を基本とし、やむを得
ない場合は３０ｍに限り１４°以下（制限勾配）。

引用：林業・木材製造業労働災害防止協会パンフレット抜粋

〔林業・木材製造業労働災害防止規程

改正概要抜粋〕

林業・木材製造業労働災害防止規程第１１５条（走行路の確保）

では、３０ｍ以上の制限勾配を設けないこと、また、前後には緩和

区間を設けることとされている。

資料４
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作設の基本は盛土を作って道を造る

ここで切り取った
土を盛土に使う

切ったら盛る
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施工の基本

※近年、大雨や集中豪雨等が多発しており、崩壊等の防止のため、盛土
部分はしっかりと転圧し、路体の安定を図る。
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・多様な需要に応じた採材
・広葉樹新規需要への対応
・全署通じ安定した品質維持
（信頼確保）

国有林材の安定供給
付加価値向上

材長切れ、仕様と異なる
ことのないように！！

２ 採材・仕訳について
原木需要の高まりにより国産材の安定的な供給が求められていることから、
採材・仕訳について、引き続き日本農林規格に基づき仕訳を適正に実施するこ
とが必要。

メジャーを当てての材長、延び寸
（５ｃｍ程度）の確認。
こまめな測尺装置の調整。

一般材・低質材の
仕訳の確認。
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３ 森林整備事業の生産性向上の取組

新たな森林・林業基本計画においては、「新しい林業」の実現に向けた低コ
スト化等を図りつつ国産材の供給を増やすことを目標としており、令和５年度
から日報アプリの運用開始により工程管理を行うこととしている。

工程管理の実施

令和５年度から生産日報アプリの運用が開始となっているおり、令和６年度
以降についても、引き続き日報アプリの利用と考えている。
月別工程管理表については、日報アプリとの選択とし、以外の物件について
は、日報アプリを利用することができるとする。

生産性向上の取組

① 作業工程毎の生産性を的確に把握・分析
② 作業工程の中の「ボトルネック」を洗い出し、グラフ等により「見える化」を
図り、定期的にグラフ化したデータを送付する。

③ ボトルネックの解消、効率的な作業仕組みを検討するために意見交換
会を実施予定
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監督職員への確認事項 （伐採列の方向、土場位置等）

事業開始前に、仕様書の内容 （採材寸法、椪の作り方、
森林作業道の規格、等）を説明

監

督

職

員

現

場

代

理

人

速やかに監督職員に連絡、協議

対策を協議して問題を解決。 打合せ内容は、
現場代理人は作業日報（日報アプリ）に、監督職員は監督日誌に記載
。

【事案発生】
・森林作業道計画路線の変更
・土場位置の変更
・伐採箇所の見直し

４ 監督職員とのコミュニケーションについて
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国有林材の安定供給システムによる販売

システム販売は、需要者と協定を締結し林産物を安
定的に供給する販売方法です。

このことを通じて、地域の林業・木材産業の活性化
や新たな需要の拡大、原木の加工・流通の合理化等
に貢献できるよう、推進していきます。

また、林業の成長産業化に繋がるよう、需要者ニー
ズを踏まえ、国産材の安定供給体制の構築に向けて
さらに政策効果が高まるよう見直しを加えていきます。

趣 旨 立木販売・製品販売共通

資料５
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システム販売の流れ

公募

審査

協定

売買契約

実行結果報告

協定結果公表

公告は局、各署・支署に掲示等するとともに局HPに掲載

局において審査し結果を申請者に通知

申請
締切までに局又は、最寄りの署・支署に申請書を提出
（電子メールによる申請も可能）

森林管理局長と協定者間で締結

該当署長又は支署長と協定者間で締結

協定期間終了後、局へ提出。複数年契約は年度毎に
提出。

局HPで公表
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令和６年度システム販売（製品販売）について

○ システム販売量は、製品販売量の半数程度を予定

○ 公募は２回（３月・６月）を予定

○ １物件当たりの公募数量は、1,000㎥～10,000㎥程度（一部物件

を除く）

○ 新規複数年物件、大径材物件について公募予定

（物件数及び数量等詳細は検討中）

○ 令和５年度に引き続き、広域にわたる１万㎥程度の大ロット物

件を２物件公募予定（①札幌・函館エリア、②旭川エリア）

（数量等詳細は検討中）

＜公募の概要＞
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大径材物件について
道産材の高付加価値化とサプライチェーンの構築の取組を推進する観点から、令和５年度に引き続き、トドマツ・
カラマツ一般材の大径材（一定径級以上及び一定の品質を確保）のみで構成される物件を、用途を一定程度制限
し公募することで検討。

１ 用途の制限

公募物件数量の半数以上を建築材（柱、間柱、梁、桁等）として利用すること。

２ 販路の指定

工務店、ハウスメーカー、プレカット工場等への販売計画があり、企画提案書に販路を記載
していること。

３ 物件内容

一般材のうち次に該当する原木とし、別巻立てとする。
（１）樹種はトドマツ又はカラマツ
（２）径級は、原則２６㎝以上（２６㎝以上の希望する径級区分とすることも可能）
（３）材長は３，６５ｍ、４．００ｍのほか、企画提案の材長も検討。
（４）品質

・両木口が正円に近く、通直にして樹心が木口面の中央部にあり、木口・材面共に腐れ
又は空胴等のない素性のよいもの
・節は原則３材面以上無節、曲がりは単曲（重曲は不可）で５％以下
・目まわり、入皮、凍裂等のその他の欠点がないか､きわめて軽微なもの
上記の品質を基本としていますが、材の選別にあたっては、協定者（買受者）と協定締結後の打合
せや事業現場において請負事業体及び発注者（局署の担当者）等を交えた目合わせ・意見交換等を
行い進めます。

※他のシステム一般材と同じ土場に巻立てる場合もありますので、ご理解願います。 42



〇製材工場単独申請

〇流通業と製材工場
の共同申請 等

川中 川下

販路

北海道森林管理局

国有林材の安定供給
システムによる販売
（製品販売）

川上

協
定
締
結

〇
山
元
還
元

等

〇
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

〇
高
付
加
価
値
化

原
木
の
安
定
供
給

申請の条件
１．公募物件数量の半数以上を建築等に利用する企画提案
２．販路の指定⇒工務店、ハウスメーカー、プレカット工場等
への販売計画があり、企画提案書に販路を記載

供給する原木
一定経級以上
一定品質の原木供給
（厳選して別巻立とする）
（現地にて目合わせ意見交換）

〇工務店
〇ハウスメーカー
〇プレカット工場 等

企
画
提
案

大径材主体物件の公募イメージ
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大ロット物件の取組について

安定供給の推進及び加工・流通の合理化等に向け、令和５年度に引き続き同一地区の複数署や地区
を跨いだ大ロットの物件を設定し公募。

２ 物件の規模

１万㎥程度

３ 樹材種

１ 取組のねらい

トドマツ一般材・低質材
主体

イメージ
①安定供給の推進
②流通の合理化 等

４ 実施地区

令和６年度は、
①札幌・函館エリア
②旭川エリア
で実施予定
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システム販売申請に当たっての留意事項

１ 同一申請者（共同申請の場合は同一構成員）が複数の物件に申請する場合は、申請書は一つ
にまとめていただいて結構です（企画提案書は物件毎に必要）。
※ 公募物件の樹材種割合、㎥廻りは立木におけるおおよその数値であり、実際の出材割合や
原木の径級を判断する目安とはなりませんので留意願います。

２ 申請書の添付資料
（１）直近の事業年度に係る貸借対照表及び損益計算書の写し
（２）納税証明書の写し
（３）社会保険の加入を証する書類（様式２）
保険料納入通知書（健康保険・厚生年金）、労働保険納付書の写し（申請の前月分）を添付

（４）保有する資格を証する書類（様式３）
資格確認通知書（林産物の売払）、資格認定書の写しを添付

（５）企画提案書（様式４）及び取組評価に係る添付書類
（６）取引数量等が明記された出荷先との取引協定書の写し
添付書類に漏れが無いよう確認をお願いします。

（１）～（４）は、複数物件に申請する場合、１部提出いただければ結構です。
（５）は各物件ごとに作成し提出してください。添付書類が他の物件と共通する場合は１部のみ
でも構いません。（６）は販売協定内容が確認できれば、複数物件をまとめていただいて結構
です。

※共同申請の場合は各申請者の提案内容を評価することから、添付書類は全者分必要です。
また、 販売協定先の企画提案書は不要であり、（６）の提出のみで構いません。

※公募内容及び申請書・企画提案書の様式等詳細は北海道森林管理局ＨＰに掲載されますの
でご確認願います。申請書は紙媒体、またはメールでの提出となります。
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システム販売協定締結後の留意事項

１ システム販売は企画提案に基づき数量・価格を含め協定を締結し販売を行うものです。協定後
は協定書の販売計画に基づき、該当森林管理署等と林産物の売買契約を行うこととなります。
森林管理署等の担当者と十分打合せの上、供給される林産物の計画的な購入に努めていただ
くようお願いします。

（１） 一般材であっても林分状況によって品質径級等に一定程度の幅はあるところですが、システ
ム販売の趣旨をご理解いただき、現物をご確認の上、適正に仕分された物件については、極力
受け入れいただくようご協力をお願いします。（大径材物件は除く）

（２） システム販売の出材時期や場所は森林管理署等で計画して進めています。協定者の都合で
受け入れを遅らせることは、販売計画に影響が生じ協定数量が確保できない場合があります。
数量減となった場合、結果報告書の企画提案取組状況の内容によっては次回のシステム販
売申請時の審査で減点対象となる可能性があります。計画的な購入に努めていただくようお願
いします。

２ 長級（材長）について事業が先行している場合、一般材・低質材は3.65m～4.0mを主体に採材し
ます。多様な長級の採材でない場合は、要望に応じられる場合もありますので、協定後に該当森
林管理署等と打ち合わせ願います。要望に基づき特殊な長級を採材した物件は原則として受け入
れていただくようお願いします。なお、土場面積の制約や請負事業体への負担等により、対応でき
かねる場合もあることをご理解願います。

円滑な販売を行うため、協定者・森林管理署の担当者がお互いに齟齬の無いよう意思
疎通を図って進めることが重要と考えています。ご理解・ご協力をお願いします。
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